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はじめに

　アフリカの自助再生のための開発戦略とし
て掲げられたアフリカ開発のための新パー
トナーシップ（New Partnership for Africa's 
Development ：以下，NEPADとする）2）は昨年

1） 2007 年 7 月～ 2008 年 7 月まで南部アフリカ開
発銀行（DBSA）アフリカ・パートナーシップ局，
2009 年 3 月～ 2012 年 3 月まで東アフリカ共同
体事務局（East African Community Secretariat: 
EAC）で広域インフラ開発に従事。2012 年 8 月
から現在に至るまで西アフリカ通貨経済同盟委
員会（L'Union économique et monétaire ouest-
africaine: UEMOA）において JICA 広域インフラ
アドバイザーとして勤務している。なお，本稿の
内容は，全て筆者の個人的見解を示すものであり，
所属する機関の見解とは一切関係しない。

2） 元南アのムベキ副大統領が提唱した「アフリカ・ル
ネッサンス」のコンセプトが 2000 年の世界経済フ
ォーラム（ダボス会議）において，「ミレニアム・ア
フリカ・再生計画｣として具体化される。この計画
にはナイジェリアのオバサンジョ大統領やアルジ
ェリアのブーテフリカ大統領も賛同する形で新た
なアフリカ開発のビジョンが提案された。同年，
セネガルのワッド大統領がアフリカ開発戦略「オ

で発足 10 年目を迎えた。NEPADが誕生した
背景には，「失われた 10 年」，「援助疲労」，「ア
フリカの周縁化」などアフリカの抱える深刻な
問題が，最早アフリカだけの問題ではなく世界
的な問題であるとの認識の高まりがあった。そ
うした国際社会に漂い始めたアフリカ支援の
機運を具体化したのがNEPADである。即ち，
21 世紀に向けた新しいアフリカ支援の枠組み
を示したのが，アフリカのオーナーシップと
国際社会のパートナーシップを謳ったNEPAD
の理念であった。この NEPAD が誕生した
2001 年以降，国際社会のアフリカ支援に対す
る積極的な姿勢が，G8 サミットの議題や宣言
に反映され3），G8 諸国はそれぞれが経済危機や
自然災害に見舞われながらも迅速且つ時宜を得
た支援の実施を推し進めてきている。その結
果，2000 年から 2010 年までのアフリカ直接投
資額は 5倍に増加，また同時期のOECD-DAC
諸国による ODA投入額も倍増している 4）。他

メガ計画（OMEGA）」を発表 。そして，これら 2
つの計画を統合した「新アフリカ・イニチアティブ
（NAI: New African Initiative）」が，2001 年 7 月
にザンビアのルサカで開かれた OAU会合にて
採択され，同年 10 月のアブジャ 5か国会合にて
「NAI」が改称され「NEPAD」が誕生する。
3） 2002 年のカナナスキス・サミット（カナダ），2003
年のエビアン・サミット（フランス），2005 年のグ
レンイーグルズ・サミット（イギリス），2008 年洞
爺湖・サミットなどでもアフリカは主要議題とな
っている（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/
summit/index.html 外務省ウェイブサイト参照）。

4） “Table 29 Net Disbursements of ODA to Sub-
Saharan Africa by Donor”, Statistics on resource 
fl ows to developing countries
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方，NEPAD開発戦略は現在実施フェーズに入
っており，既に成果を収めているものもある
が，全般的に見るとNEPAD戦略やMDGs の
達成には多くの課題が残されている。プログ
ラムを推進する NEPAD 事務局の実施能力及
びそのスピード感にも批判の声が強まってお
り，NEPAD自体の失速感は否めない状況にあ
る。実施段階におけるこのNEPADの限界は，
NEPAD の価値や求心力の低下を招き，2000
年中旬に差し掛かる頃から欧州を中心とする
ドナーは NEPAD ではなく地域統合を推し進
めている地域経済共同体（Regional Economic 
Communities: 以下 RECs とする）支援に軸足を
移していくことになる。
　現在，アフリカ開発は計画段階から実施フ
ェーズに移り正念場を迎えている。21 世紀に
NEPADと共に再出発したアフリカ支援は，「ア
フリカ」と「国際社会」がパートナーとしてそれ
ぞれの役割を十分に果たさなければ開発目標は
達成できず，20 世紀末の状況に逆戻りする可
能性すらある。以下では，AU-NEPADの統合
という大きな転換期を終えた NEPAD 戦略の
過去 10 年間の活動を検証・評価した上で，現在
加速化している地域経済統合の進捗を概観す
る。本論文では，この国から地域，そして地域
から大陸ベースで進められているアフリカ地域
統合を念頭に置き，今後のアフリカ支援の方向
性を示唆することを目的としている。

１．NEPAD開発戦略の失速とAUとの統合

1-1．NEPAD開発戦略の失速
　地域統合とアフリカ共同市場の構築は，独立
後以降アフリカのリーダー達が持ち続けていた
アフリカ大陸の将来のビジョンである。独立し
た新生アフリカ諸国の指導者達は，完全な経済

 （http://www.oecd.org/dac/aidstatistics/statistics
onresourceflowstodevelopingcountries.htm　
OECDウェイブサイト参照）

力と共に政治的自由が訪れることを強く望んで
いた。従って，アフリカ大陸の経済統合が達成
されることは，指導者達にとって非常に重要な
ことであり，地域共同体全体の経済上の利点が
個々の加盟国の経済上の利点を上回ることで，
経済の相乗効果が経済統合から得ることができ
ると信じていた。このような期待の中，アフリ
カにおける経済統合は，大陸全域を横断する地
域ブロックの形成，ボーダーレスのグローバリ
ゼーション，情報通信技術の進歩，および世界
貿易機関（World Trade Organization: WTO）
下の多角貿易交渉と共に新しい世界経済秩序に
よって推進されてきた。2002 年南アフリカの
ヨハネスブルグで開催された持続可能な開発
に関する世界首脳サミット（World Summit on 
Sustainable Development：WSSD）では，アフ
リカ諸国間での地域貿易と経済統合の推進に向
けて，地域市場インフラへの投資を国際社会に
呼びかけた。NEPAD開発戦略は，それらの国
際的競争力を向上させる為に，地域開発と経済
統合の必要性にかかる認識をアフリカ諸国に植
え付け，地域統合を念頭に据えた戦略を推し
進める体制づくりに力を注いできた。2001 年 -
2004 年の計画フェーズにおいては，行動計画
策定の遅れ，RECs 及び各国政府の能力の不足
等さまざまな問題が露呈し，計画が当初の予定
通りには進まなかった。それでもNEPADは，
国際社会にアフリカ開発戦略を浸透させ，アフ
リカ開発の窓口として認知されるようになっ
た。また，開発計画準備の進捗及びアフリカ自
身による自己評価・改善のメカニズム（African 
Peer Review Mechanism: APRM）を実現させ
たことは大きな成果として評価できると考え
る5）。    

5） APRMは NEPADが提唱するオーナーシップの
理念に基づいたアフリカによる自己評価ならびに
自己改善のメカニズムである。APRM参加国は，
民主主義，政治，経済，民間（企業）活動の分野で
掲げた目標に到達するよう努力し，その取り組み
や成果を評価する。APRMは参加国の政治的安
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　しかしながら，NEPAD は実施フェーズ
（2004 年 -2007 年）に入ると，実施機関である
NEPAD事務局の役割や機能（権限）の限界から
その実用性が低下，また NEPAD 開発戦略自
体の意義までもが問われるようになる。これ
は，アフリカ開発戦略での NEPAD 事務局の
役割が事業の実施者（Implementing Agency）
ではなく，事業の実施促進者（Facilitator）であ
るところに帰着する。実施促進といっても事業
を実際に実施する主体は各国もしくは援助機関
である場合が多く，NEPAD事務局が実施国政
府に対して直接実施を促すことは実質的に出来
ないのである。NEPADはアフリカ連合（Africa 
Union: AU）の後ろ盾もなく，RECs のように加
盟国を持たないことから，実施国への影響力は
ほとんどない。要するに，肝心の実施段階では
NEPAD事務局に期待されている実施促進の役
割を果たすことが出来ないのである。実施段階
におけるNEPADの限界は，NEPADの価値や
求心力の低下を招き，2000 年代中旬に差し掛
かる頃から欧州を中心とするドナーはNEPAD
ではなくRECs 支援に軸足を移していくことに
なる。

1-2．AUとの統合
　この NEPAD 開発戦略は本来AUの所掌で
あったが，AUが脆弱であることから南アフ
リカの南部アフリカ開発銀行（Development 
Bank of Southern Africa: 以 下，DBSA とす
る）内に拠点を置き，DBSAの人材及び情報を
活用しつつ，NEPAD開発計画が進められてき
たという背景がある6）。しかしながら，2003 年

定，経済成長，持続的発展，地域統合を図ること
が一義的な目的となっている（望月　2009，P77
参照）。

6） 平成 24 年に衆議院ミッションによる ODA 調
査が南アで実施された際のムベキ元大統領との
意見交換の一部を抜粋。南部アフリカ開発銀行
（Development Bank of Southern Africa: DBSA）
は2003年に NEPAD支援を目的とするアフリカ・
パートナーシップ局を開設し，NEPAD戦略，中

のマプトAUサミットで，早々に NEPAD が
2005 年末までにAUと統合することが決めら
れた。統合の理由として，AU内でのNEPAD
と AUの位置づけを明確にすること，また活
動の重複を避けより効率的な開発支援を行う
ことが挙げられた7）。一方でNEPAD事務局を
資金面で支える南アフリカ政府や NEPAD 事
務局を中心としたAUへの吸収統合に強く反
発してきた抵抗勢力があり，交渉はなかなか
前に進まなかった。NEPAD の AU への統合
の議論は，アフリカ統一機構（Organization of 
African Unity：以下 OAUとする）からAUへ
の転換期に NEPAD の設置が採択されたとこ
ろに遡る。結果，新生AUの発足時にNEPAD
は，AUのプログラム執行機関であるアフリ
カ連合委員会（Africa Union Commission: 以下
AUCとする）の外に置かれることになる。AU
としての実質的な活動はAUCが行うのだが，
一プログラムに過ぎない NEPAD が国際社会
の支持を得てAUCの前面に出て活動すること
になる。AUCと NEPADの活動の整合性の維
持や，重複の回避の為にも早急な統合が不可欠
との議論が統合推進派を中心に展開された。そ
こには，国際社会がアフリカ開発支援の窓口
をAUCではなくNEPADと認識していること
へのAUCの不満，ならびに南ア政府への警戒
感なども関係していたと言われている。実際，
AUCと NEPADの連携が十分に図られていな
かったことから，懸念されていた活動の重複や
方針の差異が表れたことも事実である。
　このような状況下で，当初 2005 年までに
NEPADがAUに吸収される計画だったが，結

でもインフラ整備の STAP（Short Term Action 
Plan）支援に取り組んできた。当初，NEPAD事
務局もDBSA内に設置されていた。筆者は 2007
年 7 月～ 2008 年 7 月までアフリカ・パートナー
シップ局に籍を置きながらNEPAD支援に従事。
（http://www.sangiin.go.jp/japanese/kokusai_
kankei/oda_chousa/h21/pdf/3-6.pdf 参照）。

7） NEPAD/AU「2008」Position Paper on AU-
NEPAD Integration Executive Summary 参照。
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局，AUへの統合が承認されたのは 2010 年 2
月アジスアベバで開催された第 14 回 AUサミ
ットである。その際に社会開発系のセクター
はAUCがあるエチオピアに移行され，経済開
発系のセクターのみが南アに残るという話も
あったが，最終的に，NEPAD事務局の一部を
NEPAD 計画調整機構（NEPAD Planning and 
Coordinating Agency： 以 下 NEPAD Agency
とする）として南アフリカに残すことが決定さ
れた。AU/NEPAD開発戦略の実施機関がAU
メンバー諸国，関係RECs 及び開発援助機関で
ある状況は現在においても変わらず，NEPAD 
Agency は AU/NEPAD開発アジェンダを実現
する為のシンクタンク的機関となり，大陸及び
地域レベルでの優先プロジェクト及びプログラ
ムの実施にかかる推進・調整，パートナーシッ
プの構築，資金調達，調査研究及び知見の蓄積
等にかかるマンデイトを受けている8）。
　以上のように，アフリカ大陸の将来ビジョ
ンを描いた NEPAD 開発戦略は，国際社会の
脚光を再度アフリカに引き戻すことには成功
したが，実施段階において大きな課題を残し
ている。「貧困削減に資する経済成長（Pro-Poor 
Growth）」という大きな政策のトレンドもあり，
国際社会からの支援もこの 10 年は経済成長を
目的とした広域インフラ開発に重点が置かれて
いる。結果として，アフリカ全体の経済成長率
は 5％以上を記録したが，「貧困」や「所得格差」
の改善が遅れているとの謗りは免れない。従っ
て，最終目標である「貧困削減」に向けた更なる
取り組みが必要となる。また，NEPAD開発戦
略は，アフリカの自助努力とオーナーシップを
全面に打ち出してはいるが，援助依存構造は改
善されておらず，単に“援助”を“パートナーシ
ップ”に置き換えただけとの指摘もある。実際，
アフリカ支援の「追い風」もあり，国際社会への
支援要求は増加しており，国際社会もそれに応
えて援助を増加させている。今後，国際社会か

8） 同上。

らはアフリカの自助努力が問われ，支援の成果
（結果）が求められることになる。現在，その成
果を生み出しているのが地域経済共同体を中心
に進められている地域統合であり，次章ではそ
の地域統合にかかる歴史的背景と各地域の統合
の進捗について概観する。

２．アフリカ地域統合と地域経済共同体
（RECs）の役割

2-1．アフリカ地域統合にかかる歴史的背景
　過去 20 年の間で，アフリカ指導者達は，大
陸のアフリカ合衆国を設立する為の火を再燃さ
せた。OAUのイニシアチブの下で発表された
1980 年ラゴス行動計画（Lagos Plan of Action: 
以下 LPAとする）は，アフリカ大陸の経済統合
に向けた包括的な開発計画であり，その中で地
域的協力及び統合が重視され，2000 年までに，
ヨーロッパ経済共同体（European Economic 
Community: EEC）をモデルにしたアフリカ経
済共同体設立（African Economic Community: 
AEC）が謳われている9）。大陸の指導者達は1991
年に採択されたアブジャ条約の中で，統合し
たアフリカへのコミットメントおよび LPAの
フォローアップをアフリカ経済共同体（Africa 
Economic Community：以下AECとする）の設
立を持って実現すると再復唱した。また，アフ
リカは，共通通貨，生産要素の完全な可動性，
および大陸を構成する 53 か国の間の自由貿易
によって 2028 年までに経済連合になることを
提唱している（表 1参照）。このビジョンを達
成するために，統合プロセス及びAECの設立
を 2025 年までに実行することが記述されてい
る。結局，2000 年７月にトーゴのロメで開催
された第 36 回 OAU首脳会議にて，アフリカ

9） 正木　響（2003）「アフリカにおける経済発展戦略
の転換と地域経済の深化～NEPAD（アフリカ開
発のための新パートナーシップ）の意義を再考し
ながら～」，釧路公立大学地域研究　第 12 号，25
頁。
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連合制定法が採択され，2002 年７月に OAU
からの改組がなされる形でAUが正式に発足
されることになる。

2-2．地域統合の進捗と地域経済共同体（RECs）
　 　の役割
　上述のように NEPAD は OAU から AU の
転換期に誕生した開発戦略であり，当然のこと
ながら戦略の中にはアフリカ諸国間における経
済協力及び経済統合を促進する為の政策フレー
ムワーク及びビジョンが提供されている。しか
しながら，この経済協力及び経済統合は，アフ
リカ諸国間の貿易及び投資を促進する域内のイ
ンフラの連結性が向上しない限り具体化しない
ものである。よって，域内インフラの連結性
（Connectivity）の向上が経済統合の優先項目と
なり，アフリカ諸国及び国際社会は，現在こ
の経済的ボトルネックを解消する為の開発支
援を積極的に展開している。これらの地域経
済統合の促進に大きく貢献しているのが現在
アフリカで 30 以上存在しているRECs である。
NEPAD開発戦略でもRECs は広域案件の実施
機関との位置づけになっており，加盟国政府と
の結びつきも強く，個別の事業への関与も大き
い。RECs とメンバー諸国との関係については
次章で詳しく説明するが，RECs も自らの資金
で事業を実施しているわけではないことから，
程度の違いはあれ NEPAD と同様の問題を抱
えている。そこで新しい支援のツールとして，
西アフリカや東・南部アフリカでは，ドナーが
広域事業実施の為の資金をMulti-Basket Fund
等を通して直接RECs に投入する試みが為され
ている。言わば，RECs 直営事業が可能になる
ということである。また，多くのRECs にはそ
れぞれに開発銀行があることから，そうした地
域の開発銀行へドナーが出資するケースもあ
る。しかしながら，現在各地域に存在する地域
開発銀行は，南アフリカにあるDBSA以外は
大量のインフラ開発資金を運用できるだけの実
施能力を持ち合わせていないのが実状であり，

事業を進めていく予算の大半は現在に至っても
開発ドナー及びメンバー諸国からの拠出金に依
存している状況である。
　表 1は，アフリカにおける主要 RECs の経
済統合の進捗である。自由貿易特区に関しては
東部，中部，西部，南部アフリカにおいて既
に発足が実現しているが，関税同盟については
EACのみの発足となる。関税同盟と自由貿易
地域の違いは，前者が域外への関税率・通商規
則を同一にしなければならないのに対して，後
者は同一にする必要がないことであるが，域内
の関税・制限的通商規則を撤廃することにより
域内の貿易を自由化することは両者に共通す
る。従って，関税同盟は特に複数のRECs に跨
ってメンバーシップを持っている国が存在す
る場合，その所属RECs 全ての域外関税が同率
でない限り成立しないということになる。そ
こで現在メンバーシップの重複が多い EAC/
SADC/COMESA において 3 つの RECs を統
合する動きが出てきている（詳細は第 4 章参
照）。共通市場については現段階で発足が実現
しているのはEACのみである。その他，EAC
及び SADC は地域統合に資するインフラ開発
のエリアで大きな進展を遂げている。また，
ECOWAS 及び SADC は地域の平和構築に大
きく貢献するメカニズムを持ち合わせており，
多くの実績を残してきている。第 3章では，サ
ブサハラ・アフリカで特に目覚ましい進捗を遂
げている東アフリカ共同体（EAC）を事例とし，
地域経済統合の状況について概観する。

３．アフリカにおける地域経済統合の進捗：東
アフリカ共同体（EAC）の事例

　東アフリカ共同体（East African Community: 
以下 EAC とする）はケニア，タンザニア，ウ
ガンダの間で 2000 年に設立された。ブルンジ，
ルワンダが 2007 年に EAC に加盟し，現在 5
か国で社会経済及び政治の統合が進められてい
る。表 1を見てもわかるように，設立からこ
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の 10 年強の間で EAC の地域統合は目覚まし
い進歩を遂げている。2005 年には関税同盟へ
の移行が開始され，2010 年までに域内関税の
撤廃及び域外共通関税の導入が実現した。更に
2010 年には共通市場も発足し，現在，域内で人，
モノ，労働，サービス，資本の自由な移動を実
現するために，非関税障壁の削減，共通の貿易
政策の実施と基準認証の統一，越境手続きの簡
素化等にかかる支援が実施されている。この地
域統合の進展が東アフリカ域内でのマクロ経済
にどのようなインパクトを与えているのか，以
下で説明する。

3-1．EACにおける経済規模の推移
　EACメンバー諸国の社会経済パフォーマン
スは地域統合の進捗と共に著しい成長を遂げ
た。ルワンダ，ブルンジの加盟により EACの
市場規模は，2010 年現在で人口約 1.3 億人，

10） EAC （http://www.eac.int/），COMESA（www.
comesa.int/），SADC（www.sadc.int/），ECOWAS 
（www.ecowas.int/），ECCAS（http://www.ceeac-
eccas.org/），AMU（www.maghrebarabe.org/
en/）参照。

GDP 総額で 792 億米ドルとなっている（表 2
参照）。タンザニア，ウガンダ，ケニアの実質
GDP総額は関税同盟発足の 2005 年から右肩上
がりの伸びを示している。2009 年の世界通貨
危機や石油の高騰などを受けてケニアの GDP
は一時的な低下を見せたが，2010 年には前年
度比で約 9.7％増加している。GDP成長率にお
いては，特にウガンダ，ルワンダ，タンザニア
が世界で最も成長率の高い国（2005-2009 年）に
ランクされており，それぞれ 4年間で平均 8.3
％，7.9％，6.9％の経済成長率を記録している。
しかしながら，一人当たりの GDPは依然とし
て低く，またメンバー諸国間の格差も大きい（図
1参照）。ちなみにケニアの一人当たりの GDP
はブルンジの約 5倍に相当するが，EAC開発
戦略（2006-2010 年）で目標とされた 5か国平均
3,000 米ドルにはどちらも程遠い数字となって
いる。
　EAC域内貿易の推移を見ると，関税同盟に
よる域内関税の段階的撤廃が域内貿易に大きな
変化を齎している。2005 年から 2010 年の間で
EAC域内貿易は 22 億 6400 万米ドルから 33 億
3800 万米ドルと 47％増加した。当初懸念され

表 1　アフリカにおける地域統合の進捗

RECs 設立年 自由貿易特区 
（FTA） 関税同盟 （CU） 共通市場（CM） 通貨同盟 （MU）

アブジャ条約のロード
マップ 1994

RECsの強化 （1999）, 
関税及び非関税障
壁の段階的撤廃と
活動の調和化及び
調整 （2007）, 各地域
FTAs の確立（2017）

各地域の関税同盟
の確立（2017）
大陸ベースの関税
同盟の確立 （2019）

大陸ベースの共通
市場の確立（2023）

アフリカ経済通貨
同盟の確立 （2028）

アラブ・マグレブ連合
（AMU） 1989 当初 2000 年を目途

に設定。 
当初 2000 年を目
途に設定。 発足の予定なし 発足の予定なし

東・南アフリカ市場共
同体（COMESA） 1994 2000 年に発足済 2009 年よりプロセ

ス開始 2015 年発足予定 2018 年発足予定

東アフリカ共同体
（EAC） 2001 2005 年に発足済 2005 年に発足済 2011 年に発足済 2012 年発足予定 

中部アフリカ諸国経済
共同体（ECCAS） 1983 2004 年に発足済 当初 2008 年を目

途に設定。 発足の予定なし 発足の予定なし

西アフリカ諸国経済共
同体（ECOWAS） 1975 2004 年に発足済 2009 年よりプロセ

ス開始 2020 年発足予定 2020 年発足予定 

南部アフリカ開発共同
体（SADC） 1996 2008 年に発足済 当初 2010 年を目

途に設定 2015 年発足予定 2016 年発足予定 

出所：各RECs のウェイブサイト及びアフリカ開発銀行非公開資料より筆者作成。10）
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ていた税収の減少においても，貿易取引の拡大
に伴う生産及び消費活動の活発化により税収は
増加傾向にある。図2は域内輸出の推移であり，
ケニア，ウガンダ，タンザニアは多少の増減は
あっても右肩上がりの増加を示している。ケニ
アは変わらず大幅な貿易黒字を出している状況
だが，ルワンダとブルンジでは関税同盟への移
行が開始されたのが 2009 年からということも
あり，そのインパクトはまだ数字には出ていな
い。EAC域内の主要輸出品は依然として農産
物であるが，ケニア・タンザニア・ウガンダ等は
輸出品が多様化してきている（表 3参照）。ウ
ガンダ，タンザニア，ブルンジ，ルワンダの主
要輸出先はケニアとなっており，特にこの 4か
国のコーヒー及び茶の 9割強がケニアに輸出さ

れている。逆にケニアから輸出されているもの
は化学製品，セメント等の建設資材，加工スチ
ール，洗剤等で，中でも建設資材はその 9割が
ウガンダに輸出されている。
　上述のように，関税同盟が 2005 年に発足し
てから 7年弱の間でマクロ経済においてもポジ
ティブなインセンティブが見られる。しかしな
がら，関税同盟は発足したものの，関連法・規制・
手続き等の調和化，ICT システムの導入，イ
ンフラ開発との調整等，完全な関税同盟の実現
にはまだまだ時間がかかるだろう。また，域内
では深刻な非関税障壁が存在しており，これら
のボトルネットを解消しない限り，域内・域外
貿易の更なる成長は望めない。

表 2　EACの経済指標（2010 年現在）

出所先：East African Community Facts and Figures 2011。
* 実質 GDP成長率：ウガンダは現地通貨から換算。
* 人口，人口増加率，面積，実質GDP成長率，GDP総額（Current Market Prices)，一人当たりの
 GDP(Cu rrent Market Prices) は 2010 年のデータ。

図 1　EACメンバー諸国の実質GDPの推移

出所：East African Community Facts and Figures 2011 より筆者作成。
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3-2　EACの概要と地域統合促進にかかる体制
　EAC事務局はタンザニアの第 2都市である
アルーシャに位置し，職員は 2012 年 3 月現在
でその他プロジェクト要員及びインターンやア

ルバイトも含めると計 250 名弱となる。EAC
の組織体制は図 3のように，EAC条約第 9条
に従って，執行・立法・司法機関から構成されて
いる。執行機関（政策立案機関）は，①首脳会議

 表 3　EAC域内貿易における主要輸出品目（2004-2008 年の平均） （％）

出所：EAC Development Strategy(2011-2016), P210 より筆者作成。

図 2　EAC国別域内輸出額の推移

出所：East African Community Facts and Figures 2011 より筆者作成。
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（年一回もしくは必要に応じて臨時会合の開催
もある），②閣僚会議（年 2回），③調整委員会（年
2回），④分野別委員会（①～③の判断に応じて）
が定期的に開催され，その下に実施機関として
の EAC事務局が置かれている。立法・司法機
関としては，東アフリカ司法裁判所及び東アフ
リカ立法議会が設置されており，これらの主要
組織により加盟国間での政策調整が為されてい
る。地域立法機関があることの利点は，域内に
共通する法律を制定することができ，この地域
法は各メンバー諸国の法律を上回る効力を持つ
ことになる。すなわち，メンバー諸国が地域法
を批准しなくても，地域法が国内法に代わって
地域全体の法律となる。
　EAC事務局の体制は，事務局長（任期 5年）
の下，3名の副事務局長並びに１名の局長（実
質，副事務局長と同等レベル，任期 3年）を置
き，「プロジェクト・プログラム事業全般」，「貿
易・関税」，「政治統合」，「財政・人事」と大きく
4の局から構成されている。また，各サブセク
ターにアドバイザーが 1名ないしは 2名配置さ
れており，EAC関連事業の実施に向けた調整
をしている。EAC事務局の予算は，メンバー
諸国からの拠出金及びドナーの支援から成って

いる。また，その他にパートナーシップ基金11） 
が 2006 年に設立されており，主に EAC 事務
局のキャパビル，共通市場形成に向けた加盟国
間交渉，EPAの包括的合意に係る交渉12），ルワ
ンダ及びブルンジの東アフリカ共同体統合に向
けたファスト・トラッキング，EAC関連研究・
調査等の活動内容に充てられている。2010/11
年度の EAC総予算は約 6千万米ドルとなって
おり，前年比で約 10％増と年々増加傾向にあ
る。EAC事務局の現在の課題は，地域統合の
進展によって増えている調整事業に対してマン

11） 本基金に拠出している開発パートナーは，デンマ
ーク，ノルウェー，フィンランド，独，仏，スウ
ェーデン，英，カナダ，ベルギー政府，並びに，
EUと世銀を含む 11ドナーとなっている。

12） EAC 加盟国は 2007 年 11 月カンパラにおいて，
EPA の市場アクセスに係る枠組み合意に署名。
2008 年 1 月より，EAC の対 EU 輸出は無税無
枠となり（砂糖及びコメについては暫定措置），
EACは 25 年間かけて段階的に EUに市場を開放
していき，15 年後には EU の対 EAC 輸出の約
80％（主に工業原料，資本財）を無税とすることが
取り決められている。EU及び EACは，2009 年
7 月までに包括的な EPA合意を目指し市場アク
セス以外の事項に係る交渉を行ってきたが，結局
合意には至らず，現在交渉を継続中。

図 3　EAC組織体制

出所：筆者作成。出所：筆者作成。
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パワーが絶対的に不足していることであり，人
材の増員が喫緊の課題となっている。
 
3-3　EACにおける地域統合の進捗
　上述のように現在まで，EAC は他の RECs
と比較してもかなり早いスピードで地域統合が
進んでいる。その理由は：①他の RECs と比較
して加盟国が少なく合意形成が取りやすい，②
EACの政策立案機関（意思決定機関）がしっか
り機能しており，そこで決まったことに更に効
力を持たせるための EAC司法裁判所及び立法
機関が存在する，そして③表 4で示したよう
にタンザニア，ウガンダ，ケニアにおいては過
去に一度関税同盟を発足した経験がある。政治
理念や経済政策の相違で 1977 年に一度解体さ
れたが，2000 年の再結成はこの歴史的変遷を
経た EAC主要 3か国の強い決意によるもので
ある。EUが共通市場発足まで 37 年かかった
ものを EACが 10 年足らずで達成できたのは，
以上のような理由による。まだまだ障壁は多い
がアフリカでの地域統合の先進事例として今
後の進捗にも大きな注目が集まっている。表 5
では経済・政治統合のコインポーネントである
関税同盟，共通市場，通貨同盟，政治統合の詳
細な進捗状況について概観している。
　表 5でまとめたように，関税同盟及び共通
市場は既に発足しているが，それぞれの経済統
合が完全に機能するにはまだまだ調和化しなけ

ればならない関連法や規定，及び撤廃しなけれ
ばならない障壁が多々ある。また，政府関係
者，民間企業，及び一般市民に至るまでの経済
統合にかかる啓蒙活動（Sensitization）は今後の
大きな課題であり，RECs を中心として各国が
今後より一層力を入れていかなければならない
部分である。経済統合の柱となるインフラ開発
においても，各国優先案件，地域優先案件，大
陸優先案件の整合性を合せながら関連交通戦略
及びマスタープランを作成し実施に繋げるとい
う一筋縄ではいかない難題に，メンバー諸国，
EAC事務局，そして開発援助機関が一丸とな
って取り組んでいる。通貨同盟に関しては，昨
年のヨーロッパ経済危機の影響を受け，EAC
においては第一に関税同盟及び共通市場がしっ
かり機能することに主眼を置き，この 2つに経
済統合が完結した時点で通貨同盟を考えた方が
いいのではないかという声もあるが，政治的決
断により現時点においても西アフリカ同様に通
貨統合を進める方向で作業が進んでいる。政治
統合に関しては，3つの経済統合が実現してか
らという条件が EAC発足当初からの政治的決
定であり，専門家チームが結成される等の準備
は進んでいるが，その青写真に関してはまだ明
確になってはいない状況である。いずれにせよ，
この 10 年強の間で，自由貿易特区，関税同盟，
共通市場を発足させ，域内貿易も 50％強の増
加を示している。懸念されていた地域統合によ

表 4　EAC地域統合の歴史的変遷
1917 年 ケニアとウガンダの間で関税同盟を発⾜ 
1927 年 関税同盟にタンザニア（当時タンガニーカ）が加盟
1948-1961 年 東アフリカ⾼等委員会（East African High Commission）
1961-1967 年 東アフリカ共通サービス機関（East African Common Services Organization）

1967-1977 年 東アフリカ共同体（East African Community）
1977 年に EAC が解体

1993-2000 年 東アフリカ協⼒（East African Cooperation）
2000 年〜現在 東アフリカ共同体（East African Community）がケニア，ウガンダ，タンザニア間で発⾜
2005 年 関税同盟の発⾜
2007 年 ルワンダ，ブルンジの EAC への加盟

2010 年 域内関税同盟撤廃
共通市場の発⾜

出所：筆者作成。
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る関税の減収は域内貿易の活性化によって補わ
れる形となり，アフリカにおける地域統合のベ
ストプラクティスとして今後の動きも大いに注
目されている。

13） 原産地規制とは，原産地（=物品の「国籍」）を決定
するためのルール。関税政策等には，その適用，
不適用が物品の原産地に依存する場合（例：一般
特恵関税，EPA（経済連携協定）特恵関税，WTO
協定税率，アンチ・ダンピング税等）には原産地規

４．アフリカにおける地域間経済統合の進捗：
EAC/SADC/COMESA の 3RECs 統合に
かかる事例

　COMESA/EAC/SADCの 3つのRECsによる
地域統合は（COMESA/EAC/SADC Tripartite） 

則を用いて原産地を決定する必要がある（http://
www.customs.go.jp 参照）。

表 5　EAC関税同盟，共通市場，通貨統合，政治統合の進捗
関税同盟 2005 年 1 月にウガンダ，ケニア，タンザニア間で関税同盟が発足し，追って 2009 年 7 月にルワンダ，

ブルンジが同同盟に加盟。関税同盟の主要目的は，①域内関税の段階的な撤廃，②域内の非関税障
壁の撤廃，③対外共通関税の導入となる。以下が関税同盟の実施にかかる進捗状況。

1）域内関税の段階的な撤廃
2005 年に発足以来，5年間の移行期間を経て 2010 年まで段階的撤廃を進めてきた。ケニアとタン
ザニアにおいては 2005 年の段階で EAC域内輸出にかかる関税は即時に撤廃。ケニアからタンザ
ニア，ウガンダへの輸出は即時に関税撤廃となる品目と段階的に撤廃されるものとに分類されてい
る。国境では新たな関税の手続きが浸透しておらず，またEAC Rule of Origin（原産地規則）13）につ
いても認識の相違により混乱をきたしている状況であり，まだスムーズなオペレーションには至っ
ていない。

2）対外共通関税（Common External Tariff : CEF）の導入
CETについては，EAC内で 3 バンド制となっており，原材料 0％，中間財 10％，完成財 25％と
均一化されている。完成財については現在レビューしている段階であり，最大 20％まで下げるこ
とも検討中。CETにおいても農産物を中心に 58 のセンシティブ品目が設定されている。

3）非関税障壁（Non-Tariff  Barrier: NTB）
各メンバー諸国において，NTBを特定・撤廃する為の調整機能を構築中。ブルンジ，ルワンダに
おいては 2009 年 7 月より関税同盟が開始されており，関税同盟にかかる法整備及び域内関税撤廃
においても随時関係省庁で調整をしている。EACでの主な非関税障壁は，①港での遅延（ダルエス
及びモンバサ港），②異なる車軸過積載規制，③ウェイブリッジ及び検問の過剰な数，④トランジ
ット料金が調和化されていない，⑤回廊での汚職，⑥国境での遅延（通関時の非効率な行政手続き
や書類審査），⑦電子貨物追跡システムの欠如，そして⑧軟弱なインフラ等。

共通市場 共通市場議定書にかかる交渉が 2009 年 11 月に完了し各国首相により署名が為され，2010 年 7 月
に EAC共通市場が発足。基本的に，モノ，人，労働，サービス，資本の移動が自由になり，事業
の設立及び居住の権利が保護されることとなる。各メンバー諸国は，2015 年までの 5年間を移行
期間とし，議定書の条項に対応していくための各国既存の規制及び法律の見直しを図っている。電
子身分証明書（ルワンダのみ発行済み）及び労働許可書手数料撤廃（ケニア，ルワンダのみ撤廃済み）
等，統一化に向けた調整が続けられている。各条項への対応に関しては，加盟国間での受け入れ方
にばらつきがある為，EAC5 か国により統一された適用に至るまでにはまだ時間がかかる模様。

通貨同盟 通貨統合にかかるスタディーは 2010 年 3 月に承認。通貨統合議定書にかかる交渉は 2011 年 1 月
より開始され，現在に至っている。2012 年には通貨統合が発足される予定ではあるが，近年のEU
における経済危機や通貨統合の条件としての各国のマクロ経済指標の統一（最低 4か月間インフレ
率を 5％以内に抑え，財政赤字額においても GDP比で 6％以内を維持等）が頭打ちとなり現在交渉
は難航している模様。2012 年 2 月に通貨同盟のプロセスにかかるリビューが実施され，今後の方
向性に関して議論が為された。

政治統合 2010 年に政治統合を進める為の専門家チームが結成され承認。統合にかかる課題等をまとめ第 9
回臨時首脳サミットにおいて発表済み。政治統合に関しては，2007年 8月の首脳サミットにおいて，
共通市場及び通貨統合が実現してからの議論ということで合意が為されており，2015 年までに統
合という目標は掲げられてはいるがまだその実施にかかるロードマップは見えていない。

出所：筆者作成。
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は 2005 年に設立され，アフリカ連合（AU）の目
的に貢献すべく東部・南部アフリカ地域の人々
の生活の向上及び貧困削減に資する持続可能な
経済開発実現と大陸レベルの経済統合の促進を
図ることを目的としている。3つの RECs でメ
ンバーシップが重複していることがそもそもの
調和化のきっかけではあるが，貿易，関税，並
びにインフラ開発にかかるRECs 間の政策及び
プログラムの調和化を図ることに主眼を置いて
いる。2006 年以来，COMESA/EAC/SADCの
事務局長が中心となって構成されているThe 
Tripartite Task Force（TTF）会合が年に 2回
の割合で開催されている。2008 年 10 月にカン
パラ（ウガンダ）で第一回 Tripartite Summit，
2011 年 6 月にヨハネスブルグ（南ア）で第二回
Tripartite Summit が 開催されている。

4-1　3RECs の経済規模
　現在，3つの RECs では 5.81 億以上の人口と
およそ 8630 億米ドルの GDP を持ち，26 か国
のメンバー諸国で構成されている。AUのメン
バー諸国全体の人口の約 58％，GDPの 59％強
を占めることになる（2009 年現在）。アフリカ
経済共同体（AEC）の大陸統合と一つの市場を
確立するプロセスとしては非常に重要な位置づ
けとなる（表 6～ 8参照）。

4-2　各 RECs における地域統合の進捗状況
　表 9にまとめられているように 3RECs のう
ち EAC のみが既に関税同盟が発足しており，
COMESA 及び SADC が立ち遅れている状況
である。しかしながら，SADC メンバー諸国
のうち 5 か国は，世界で最も古い関税同盟で
ある南部アフリカ関税同盟（Southern African 
Custom Union：以下，SACUとする）に属して
いる。SACUは1910年に発足し，独立期を経て，
1969 年に南ア，ボツワナ，スワジランド，レ
ソトの 4 か国で再発足している。1990 年にナ
ミビアが南アより独立し，SACU のメンバー
に加わってから現在まで計 5か国で構成されて

いる。モザンビーク，ザンビア，マラウィ，ジ
ンバブエが SACUメンバーになる話もあるが，
現在まで実現していない。SACU のメンバー
シップを拡大していくか，もしくは SADC 関
税同盟を新たに設立するかについてはまだ明確
になっていない状況である。

4-3　Tripartite プロセスの進捗状況
　3RECs の統合プロセスにおいては，①自由
貿易特区の設立，②運輸交通及び貿易の促進，
並びに③インフラ開発の 3つのエリアが当面の

表 7　3RECs の加盟国（2009 年）

出所：REPORT OF THE 11TH MEETING OF THE 
　　　COMESA-EAC-SADC TRIPARTITE TASK 
　　　FORCEより筆者作成。

表 6　3RECs の経済規模（2009 年）

出所：REPORT OF THE 11TH MEETING OF THE 
　　　COMESA-EAC-SADC TRIPARTITE TASK 
　　　FORCEより筆者作成。
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プライオリティーになっている。①の自由貿
易特区（Tripartite Free Trade Area）に関して
は，アフリカ経済共同体実現の為の最初のステ
ップとなるべく SADC/COMESA/EACの 3つ
の RECs（計 26 か国）でTripartite Free Trade 
Area の設立を含めた地域貿易の取り決めやプ
ログラムの調和化を図ることが決められてお

り，現段階で COMESA/EAC/SADC 自由貿
易地域にかかるビジョン及び戦略書（ロードマ
ップ）のドラフトが第 2回 Tripartite 首脳サミ
ットで承認され，自由貿易地域設立の為の交
渉開始が宣言されている。②の運輸交通及び
貿易の促進（Tripartite Trade and Transport 
Facilitation）は 2007 年から実施されている南

表 8　Tripartite の経済概要（2009 年）

出所：REPORT OF THE 11TH MEETING OF THE COMESA-EAC-SADC TRIPARTITE TASK FORCE。

表 9　3RECs における地域統合の進捗

自由貿易区
（Free Trade Area）

関税同盟
（Custom Union）

共通市場（Common Market），通貨同盟
（Monetary Union），政治統合（Political 
Federation）

COMESA 2000 年 10 月に開始。19 の
メンバー諸国のうち 16 か
国のみが参加（コンゴ，エ
リトリア，エチオピア以外）

2009 年 6 月に関税同盟へ
の移行を宣言。現在，域内
関税撤廃に向けたプロセス
にある。

2014 年までに共通市場，2025 年までに
経済統合（Economic Union）を予定。

SADC 2008 年 8 月開始。 2010 年に発足予定であっ
たが未だ実現していない状
況

2015 年に共通市場，2016 年に通貨
同盟の発足，2018 年までに共通通貨
(Common Currency) の発行を予定。

EAC 2005 年に開始。 2005 年に発足。2010 年に
域内関税撤廃。

2011 年に共通市場が発足。2012 年共通
通貨開始予定。政治統合未定。

出所：筆者作成。
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北回廊（North-South Corridor）14）開発にかかり，
貿易コスト及びトランジットタイムの低減に
より経済回廊の物流を向上及び促進すること
を目的としている。域外・域内貿易を拡大及び
促進し，経済開発を加速化する為に，国境や
港湾での手続きの効率化やインフラ開発を通
したインターコネクティビティーの促進に焦
点を充てている。総合 3RECs 運輸交通及び貿
易促進プログラム（Comprehensive Tripartite 
Trade and Transport Facilitation Program：
CTTTFP）は TTFによって既に承認済みであ
る。③のインフラ開発（Tripartite Infrastructure 
Development）に関しては，エネルギー，ICT，
航空交通，陸上交通（道路，鉄道，国境，港湾）
を含むインフラプログラムの共同の計画及び
実施を目標としている。既にTripartite インフ
ラ開発にかかるプライオリティーが 2010 年ナ
イロビで開催されたTripartite インフラ投資準
備会合の際に発表され，2011 年 9 月 29-30 日
にナイロビにて本会合が開催されている。現
在，マスタープランを作成中である。この 3つ
の RECs に関しては，全ての事業において他の
RECs との調和化を図る調整が行われている。
個々の RECs 内での合意形成も容易ではない
中，他のRECs との調和化も図らなければなら
ず，このTripartite プロセスが個々のRECs の
経済統合のスピード感を損なっていることが危
惧されている。
　以上のように，アフリカの中で特に地域及び
地域間統合が進んでいる南東部アフリカの事例
を説明した。西部の ECOWAS 及び UEMOA
においても同様にRECs 間統合に向けた調整が
進められているが，どの地域においてもメンバ
ー諸国間及びRECs 間での対応力及び既存利権
の相違があり，アブジャ条約で掲げた 2028 年
までのアフリカ大陸統合にかかるロードマップ
の完結にはまだ遠い道のりだと思料する。

14） 南北回廊は，南アフリカのダーバン港からザンビ
ア等を結ぶ，域内で極めて重要な運輸回廊の一つ。

まとめ：アフリカ地域統合の今後の展望

　アフリカ支援の閉塞感を打破し援助のモメン
タムを押し上げたのは，アフリカのオーナーシ
ップという誰もが同意できるスローガンを掲
げた NEPAD の功績と見ることができる。そ
の背景には，悲願のオーナーシップを得るこ
とが出来たアフリカと，責任の軽減が図れた
国際社会の思惑の一致があったことは否めな
い。しかしながら，NEPAD 開発戦略の停滞
は，まだ各地域の経済統合の方向性が明確では
ない段階での出発であったこと，またNEPAD
開発戦略を進めるにあたっての実施機関であ
るNEPAD事務局に対して「期待されているこ
と」と実際に「出来ること」にギャップがあった
ことに起因している。AUに吸収された現在に
おいても，NEPAD開発戦略はまだ生き続けて
いる。インフラ開発計画等においては，主要
RECs で既にメンバー諸国から承認を受けた優
先案件を引き上げる形でアフリカ大陸レベルの
インフラ開発戦略（Program for Infrastructure 
Development for Africa : PIDA）が作成されて
おり，そのイニシアチブを取っているのはAU
及びアフリカ開発銀行である。以上のように，
NEPAD発足から 10 年が経ち，新 NEPAD開
発戦略はあるべき実施体制の下で再稼働し始め
たと言える。各地域のRECs での経済統合が大
きく進展している中で，国（点）から地域（線）へ，
地域（線）から大陸（面）へとその効果がじわじわ
と拡大している。この面的効果が他の大陸と繋
がり，アフリカ大陸全体の経済発展に繋がるこ
とが理想ではあるが，これらの効果を高めてい
く上で，AU自体の組織的な問題，アフリカ各
国政府と RECs の実施能力の欠如（質ではなく
量的問題），資金の不足等々，アフリカ諸国及
び国際社会が腰を据えて取り組まなければなら
ない問題が多々ある。特に今後積極的に取り組
まなければならないのは，MGDs 達成や組織
的キャパビルのようなセクターを跨ぐ横断的課
題である。しかしながら，現在のAU/NEPAD
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や主要 RECs にはセクター横断的課題に対応出
来る機能はなく，この部分に関しては現在開発
ドナーの広域支援プログラムの中で補てんされ
ているような状態である。アフリカの地域統合
を推し進めるには，経験豊富な人材と資金が必
要なのは周知の事実であるが，資金の調達に関
しても今まで常識であったODAだけでは到底
カバーできるものではなく，現在，官民連携
（Public Private Partnership: PPP）を見据えた
開発戦略のフレームワークが各RECs を中心に
作成されている。
　では，今後，更なる地域統合の促進を図るに
は，国際社会はどのように関与していけばい
いのか？現在，実施フェーズに入っている各
RECs の開発計画は，地域間を結ぶハード面で
のインフラ開発（橋，道路，港湾，空港，パイ
プライン，光ファイバー，ICT等の建設）そし
て貿易促進に繋がるソフト面でのインフラ整備
（法整備，手続き等の調和化）に主眼を置き，輸
送コストの引き下げ，アフリカ商品の世界市場
での競争力向上に力を注いでいる。またこの支
援が進むことによって，外からの投資を促すこ
ともでき，ODAでは足りない部分の資金を民
間セクターから引き出すことも念頭に置かれて
いる。これからの 10 年はこのようなアフリカ
大陸ベースでの社会基盤整備に資金が投入され
ることになるが，我々国際社会は資金の投入ば
かりではなく，開発計画のモニタリング及び評
価にもしっかり関与し，その効果についてフォ
ローしていくべきである。20 世紀初頭に経験
した 20 年以上のアフリカ経済の停滞，そして
グローバル化が進んだ国際経済の中での周縁化
等を繰り返してはいけない。アフリカ諸国によ
る強固な政治的コミットメント，そして何かを
変えようとする市民の力をアフリカの大きなモ
メンタムに転換させる一助を担うのが我々国際
社会の役割だと考える。
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